
 

第１編 都市の本質 
 

 

 
従来の都市政策では、人口増加社会におけるインフラ整備や住環境の保全

等を計画的に実施してきました。しかし、人口減少や少子高齢化をはじめ社会

環境が大きく変化し、新たな政策の立案が求められています。そこで、「第１編 

都市の本質」では、「第１章 人口」と「第２章 都市基盤」を取り上げます。 

「第１章 人口」では、「国勢調査結果」（2020）のデータを使用します。本市の

人口は約 74 万人（男性約 35 万人、女性約 39 万人）ですが、他にも年齢別、世

帯別、人口動態（自然増減・社会増減）、移動人口（転入・転出）、合計特殊出生

率等、様々な観点から本市の特徴を考えます。なお、国勢調査は 5 年に 1 回で

あるため、人口推移等では、毎年公開される「大都市比較統計年表」のデータも

使用します。 

「第 2 章 都市基盤」では、「土地利用」、「都市交通特性」、「建物（住宅）」、「上

下水道」、「地域防災」に関するデータを取り上げます。それぞれ、大都市・政令

指定都市の比較や本市における経年推移等から、本市の特徴を探ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（凡例）

• 本書『データで考える熊本市の都市政策2023』は、原則として令和4年度末（2023年3月現在）までに公
表されたデータを使用してグラフを作成し、令和5（2023）年度に編集・印刷・刊行するものです。

• グラフは、出典に掲載・公開されたデータに基づいて、都市政策研究所の研究員が独自に作成しました。
このうち、2種以上のデータを使用して作成したグラフ（例：人口1人当たりの算出等）の「出典」の末
尾には、「○○より作成」と明記しています。

• 大都市や政令指定都市の「人口1人当たり」は、5年に1回実施される国勢調査のうち、最新（2020年）
の人口データに基づいて、都市別に算出・比較したものです。

• 「大都市」データは「政令指定都市」（20都市）データと「東京都区部」のデータを合わせたものです。

• 「大都市比較統計年表」から引用したデータであっても、特に東京都区部の数値が突出する（グラフ上
での格差が大きく他都市が見えづらい）場合は、あえて東京都区部を除外し、「政令指定都市」だけで
作成・比較したグラフもあります。

• 毎年定期的に報告されるデータから複数年分を引用したグラフでは、出典（ ）内の年表記を省略しま
した。

• 年号は原則として西暦を用いましたが、「平成28年熊本地震」等の固有名詞の場合は和暦を使用してい
ます。

• ページ右上のSDGｓアイコンは、「熊本市第7次総合計画」の各章掲載分を参考にしつつ、本書で取り上
げたテーマ・データ等を勘案してそれぞれ選択・掲載したものです。

• 「R」（ランキング）は都市間の比較・順位を、「T」（トレンド）は経年変化を、「P」（プロファイ
リング）は類型化した特徴をグラフで表したものです。

• 「R」（ランキング）のグラフでは、それぞれ数値が高い（低い）方が望ましいと考えられる順番に並
べて掲載しています。望ましい基準が明確でない場合は、数字が大きい順番に並べて掲載しています。

テーマ リード文

項目

対象地域

SDGｓ T（トレンド）、R（ランキング）、
P（プロファイリング）など
グラフの種類

グラフから読み取れる
主なポイント

データからみえる
熊本市の特徴

本書の見方



①男女別人口
②市町村合併支援プラン等※に基づく政令指定都市の人口比較
③年齢3区分※ 別人口
④世帯状況

現在、わが国全体で人口が減少している。国勢調査※結果を
見ると、本市においても2020年度から人口減少に転じたことが分
かる。そこで、2020年度の国勢調査結果等をもとに、本市の人口
について、政令指定都市等と比較するなど、本市の特徴につい
て考える。

 熊本市の人口は、大都市中18位である。
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第１章 人口
１ 人口の現状

①男女別人口

人口の現状

から考える
熊本市の都市政策

１

大都市

 熊本市は男性より女性が多く、女性人口比
では大都市中5位である。

 熊本市では経常的に男性より女性が多い。
 男女数の差は広がる傾向にあるが、2020年

では女性が減少に転じ、傾向に変化がみえる。
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

熊本市

 第2次ベビーブーム世代の推移をみると、20
代前半までは男性が多いが、20代後半に男
性が約3千人減少したことで、それ以降は女
性の多い年代が継続する。
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①男女別人口
②市町村合併支援プラン等※に基づく政令指定都市の人口比較
③年齢3区分※ 別人口
④世帯状況

現在、わが国全体で人口が減少している。国勢調査※結果を
見ると、本市においても2020年度から人口減少に転じたことが分
かる。そこで、2020年度の国勢調査結果等をもとに、本市の人口
について、政令指定都市等と比較するなど、本市の特徴につい
て考える。

 熊本市の人口は、大都市中18位である。
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第１章 人口
１ 人口の現状

①男女別人口

人口の現状

から考える
熊本市の都市政策

１

大都市

 熊本市は男性より女性が多く、女性人口比
では大都市中5位である。

 熊本市では経常的に男性より女性が多い。
 男女数の差は広がる傾向にあるが、2020年

では女性が減少に転じ、傾向に変化がみえる。
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熊本市

 第2次ベビーブーム世代の推移をみると、20
代前半までは男性が多いが、20代後半に男
性が約3千人減少したことで、それ以降は女
性の多い年代が継続する。
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第１章　人口

１　人口の現状



第１章 人口
１ 人口の現状

②市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の人口比較

３

政令指定都市

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

 静岡市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2005年度）と比較して減少している。

 全3区の中で駿河区のみ人口増加傾向であ
り、他2区は減少傾向にある。特に清水区は
最大時から約1万7千人減少している。

 区毎の最大人口差は約3万6千人である。

 堺市全体の人口は、政令指定都市指定年度
（2006年度）と比較して減少している。

 全7区の中で人口増加傾向は5区、減少傾向
は2区あり、特に南区は最大時から約1万9千
人減少している。

 区毎の最大人口差は約12万2千人である。

 新潟市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2007年度）と比較して減少している。

 全8区の中で人口増加傾向は6区、減少傾向
は2区あり、いずれも1万人以上の増減は無い。

 区毎の最大人口差は約13万7千人である。

 浜松市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2007年度）と比較して減少している。

 全7区の中で人口増加傾向は5区、減少傾向
は2区あり、特に中区は最大時から約1万1千
人減少である。

 区毎の最大人口差は約12万2千人である。
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（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」 （出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

第１章 人口
１ 人口の現状
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 1965年から2020年にかけて、ピラミッド下部が広い三角形の形状からピラミッド上部が広い形状へ
変化しており、人口構造に偏りがみられる。

 2020年の20代後半には、2015年の20代前半にないくびれがある。その間を比べると、男女それぞ
れ約3,000人減少している。
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第１章 人口
１ 人口の現状

②市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の人口比較

３

政令指定都市

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

 静岡市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2005年度）と比較して減少している。

 全3区の中で駿河区のみ人口増加傾向であ
り、他2区は減少傾向にある。特に清水区は
最大時から約1万7千人減少している。

 区毎の最大人口差は約3万6千人である。

 堺市全体の人口は、政令指定都市指定年度
（2006年度）と比較して減少している。

 全7区の中で人口増加傾向は5区、減少傾向
は2区あり、特に南区は最大時から約1万9千
人減少している。

 区毎の最大人口差は約12万2千人である。

 新潟市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2007年度）と比較して減少している。

 全8区の中で人口増加傾向は6区、減少傾向
は2区あり、いずれも1万人以上の増減は無い。

 区毎の最大人口差は約13万7千人である。

 浜松市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2007年度）と比較して減少している。

 全7区の中で人口増加傾向は5区、減少傾向
は2区あり、特に中区は最大時から約1万1千
人減少である。

 区毎の最大人口差は約12万2千人である。
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第１章 人口
１ 人口の現状

③年齢3区分別人口

５

 男女別の年少人口比では、熊本市は大都市中男性で1位、女性で2位である。

 年少人口比では、熊本市は大都市中1位である。
（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)
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第１章 人口
１ 人口の現状

４

 岡山市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2010年度）と比較して増加している。

 全4区の中で東区のみ人口減少傾向であり、
他3区は増加傾向にあり、特に北区は最少時
から1万2千人増加している。

 区毎の最大人口差は約22万2千人である。

 熊本市全体の人口は、政令指定指定年度
（2012年度）と比較して増加傾向である。ただ
し、平成28年熊本地震後は減少傾向である。

 全5区の中で人口増加傾向は3区、減少傾向
は2区である。いずれも1万人以上の増減は
無い。

 区毎の最大人口差は約9万8千人である。

 相模原市全体の人口は、政令指定都市指定
年度（2010年度）と比較して増加している。

 全3区の中で緑区のみ人口減少傾向であり、
他2区は増加傾向にある。いずれも1万人以
上の増減は無い。

 区毎の最大人口差は約11万1千人である。

 市全体人口が増加傾向の都市のうち、区毎
の最大人口差が10万人以上あるのは相模原
市と岡山市で、10万人未満なのは熊本市の
みである。

 市全体人口が減少傾向の都市のうち、区毎
の最大人口差が10万人以上あるのは堺市、
新潟市、浜松市で、10万人未満なのは静岡
市のみである。
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市町村合併支援プラン等に基づく
政令指定都市の人口比較まとめ

区毎の最大人口差 (2020年度時点)
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（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

19

第１章　人口

１　人口の現状



12.8 12.7 12.6 12.5 12.5 12.3 12.3 
11.8 11.8 11.5 11.4 11.4 11.4 11.2 11.0 10.9 10.8 10.8 

10.3 10.1 10.1 

0

2

4

6

8

10

12

14

広
島
市

熊
本
市

さ
い
た
ま
市

浜
松
市

川
崎
市

岡
山
市

福
岡
市

名
古
屋
市

堺
市

横
浜
市

千
葉
市

仙
台
市

相
模
原
市

北
九
州
市

新
潟
市

神
戸
市

静
岡
市

東
京
都
区
部

大
阪
市

札
幌
市

京
都
市

（％） 女性年少人口比（0～14歳）

13.8 13.6 13.4 13.2 13.0 13.0 12.7 12.7 12.4 12.2 12.2 12.0 11.9 11.9 11.8 11.7 11.4 11.3 11.1 11.0 11.0 

0

2

4

6

8

10

12

14

熊
本
市

広
島
市

福
岡
市

岡
山
市

さ
い
た
ま
市

浜
松
市

川
崎
市

堺
市

名
古
屋
市

北
九
州
市

仙
台
市

横
浜
市

神
戸
市

千
葉
市

新
潟
市

相
模
原
市

静
岡
市

東
京
都
区
部

札
幌
市

京
都
市

大
阪
市

（％）

年少人口比（0～14歳）

15.0 14.5 14.4 14.1 
13.6 13.6 13.5 13.3 13.1 12.9 12.9 12.9 12.6 12.5 12.4 12.2 12.1 12.1 12.0 11.8 11.6 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

熊
本
市

福
岡
市

広
島
市

岡
山
市

堺
市

浜
松
市

さ
い
た
ま
市

北
九
州
市

神
戸
市

川
崎
市

仙
台
市

名
古
屋
市

新
潟
市

横
浜
市

千
葉
市

札
幌
市

静
岡
市

相
模
原
市

京
都
市

東
京
都
区
部

大
阪
市

（％） 男性年少人口比（0～14歳）

第１章 人口
１ 人口の現状

③年齢3区分別人口

５
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 全4区の中で東区のみ人口減少傾向であり、
他3区は増加傾向にあり、特に北区は最少時
から1万2千人増加している。

 区毎の最大人口差は約22万2千人である。
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し、平成28年熊本地震後は減少傾向である。

 全5区の中で人口増加傾向は3区、減少傾向
は2区である。いずれも1万人以上の増減は
無い。

 区毎の最大人口差は約9万8千人である。

 相模原市全体の人口は、政令指定都市指定
年度（2010年度）と比較して増加している。
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の最大人口差が10万人以上あるのは相模原
市と岡山市で、10万人未満なのは熊本市の
みである。

 市全体人口が減少傾向の都市のうち、区毎
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市のみである。
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別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。
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 本市の総人口に占める老年人口（65歳以上）割合は増加し続けており、2020年には25％を超えた。
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第１章 人口
２ 人口動態
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人口 転入者 転出者 出生数 死亡数

飽託4町(北部,河内,飽田,

天明町)合併(1991)

城南･植木町合併

(2010)

リーマンショック、

富合町合併

(2008)

中核市移行

(1996)

阪神･淡路大震災(1995)

バブル崩壊

(1991～1993)

プラザ合意

(1985)

第2次オイルショック(1979)

第1次オイルショック(1973)

九州縦貫自動車道

(熊本～植木)開通(1971)

東京オリンピック

(1964)

熊本空港開港(1960)

昭和の大合併

(田迎,御幸,高橋,池上,城山,秋津,

松尾,中島村,小島町,託麻村(一部))

(1953～1958)

熊本大水害(1953)

サンフランシスコ講和条約(1951)

熊本大空襲、

太平洋戦争終結(1945)

昭和(戦前期)の合併

(白坪,画図,健軍,清水,日吉,力

合村,川尻町) (1931～1940)

出水村合併

(1925)

熊本市電開通

熊本市上水道通水

(1924)

11町村(春日町,黒髪,池田,花園,島崎,横手,古町,本荘,春竹,大江,本山村)と合併(1921)

熊本交通センター開所(1969)
転入者数・転
出者数の推移

平成28年

熊本地震

(2016)

政令市移行、

九州北部豪雨

(2012)

東日本大震災、

九州新幹線全線開業

(2011)

出生数・死亡
数の推移

アメリカ同時多発

テロ事件(2001)

大阪万博、

託麻村合併(1970)

出生・死亡数転入・転出数
（万人）

総人口
（万人）

①自然増減と社会増減

人口動態

から考える
熊本市の都市政策

９

人口の変化を分析するには、自然増減※と社会増減※の両方の
影響を分析する必要がある。そこで、自然増減と社会増減の推
移を整理した上でその影響を分析する。

①自然増減と社会増減

 人口の推移は、最後に合併した2010年以降横ばいだったが、2020年は減少している。
 転入者数・転出者数は、いずれも1990年代後半以降減少傾向にある。
 出生数・死亡数は、2016年に死亡数の超過となって以降、自然減が進んでいる。

（出典）熊本市「熊本市統計書」、「熊本市の保健福祉」より作成

熊本市
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１ 人口の現状

８

熊本市

• 本市は、大都市の中で女性人口の割合が高く、20代後半以降で男性よりも女性が
多いことが特徴である。ただし、2020年では20代後半で女性にも減少がみられる。

• 市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の中では、人口推移や区毎の人口
差について、バランスが取れている方だといえる。

• 本市は、大都市の中で年少人口（0～14歳）割合が最も高い。ただし、本市の年齢別
構成の推移を見ると、年少人口（0～14歳）割合は減少し続けている。

• 母子世帯割合が大都市の中で最も高く、そのうち母多子世帯割合も高い。さらに、
ひとり親と子から成る世帯の割合は増加傾向にある。ひとり親世帯の支援が重要で
ある。
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

 単独世帯割合が増加する一方、夫婦と子から成る世帯割合が低下している。
 夫婦のみ世帯とひとり親と子から成る世帯の割合は増加傾向である。

データ
からみえる

熊本市
の特徴
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多いことが特徴である。ただし、2020年では20代後半で女性にも減少がみられる。
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差について、バランスが取れている方だといえる。
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• 母子世帯割合が大都市の中で最も高く、そのうち母多子世帯割合も高い。さらに、
ひとり親と子から成る世帯の割合は増加傾向にある。ひとり親世帯の支援が重要で
ある。
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 単独世帯割合が増加する一方、夫婦と子から成る世帯割合が低下している。
 夫婦のみ世帯とひとり親と子から成る世帯の割合は増加傾向である。
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の特徴
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第１章 人口
３ 出生率

①子どもの出生状況

出生率

から考える
熊本市の都市政策

１１

人口の自然増減を考えるためには、出生数の把握が重要であ
る。そこで、出生数が変化する要因である子どもの出生状況と女
性の結婚年齢から本市の状況を考える。

①子どもの出生状況
②女性の結婚年齢と出産

 近年、本市の出生数は減少傾向で、合計特殊出生率は増加傾向である。

 本市の合計特殊出生率は、大都市中2位である。
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（注）熊本市、熊本県の実線は１年毎、点線は5年毎のデータを示したものである。
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２ 人口動態

１０

熊本市

 自然増減については、2016年以降継続して自然減となっている。
 社会増減については、2017年以降どちらかといえば社会増となっている。
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熊本市
の特徴

• 本市では、過去合併を繰り返し、自然増かつ社会増もあり、2010年頃までは人口
は増加し続けてきた。それ以降も横ばいで推移し、減少傾向とまでは言えなかった
が、2020年に減少した。

• 自然増かつ社会増は1993年まで続くが、1994年以降は自然増かつ社会減となる
年も見られるようになり、近年の自然増減と社会増減を合わせてみると、すでに人
口減少局面に入っていると考えられる。

• 継続して自然減であることに対して近年は社会増の傾向であることから、人口減少
の進行には自然減が要因となっていることがわかる。
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• 本市では、過去合併を繰り返し、自然増かつ社会増もあり、2010年頃までは人口
は増加し続けてきた。それ以降も横ばいで推移し、減少傾向とまでは言えなかった
が、2020年に減少した。

• 自然増かつ社会増は1993年まで続くが、1994年以降は自然増かつ社会減となる
年も見られるようになり、近年の自然増減と社会増減を合わせてみると、すでに人
口減少局面に入っていると考えられる。

• 継続して自然減であることに対して近年は社会増の傾向であることから、人口減少
の進行には自然減が要因となっていることがわかる。

26

第１章　人口

３　出生率



77.3 

76.6 

10.9 

11.7 

4.9 

5.1 

6.2 

6.1 

0.8 

0.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

2020年

2015年

（％）

5年前の常住地別人口の割合―全国

70.6 

70.8 

17.6 

17.4 

4.4 

4.5 

6.9 

7.0 

0.5 

0.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

2020年

2015年

（％）

5年前の常住地別人口の割合-熊本

第１章 人口
４ 移動人口

①常住地別人口移動

移動人口

から考える
熊本市の都市政策

１３

人口の自然増減を変えることは難しいが、社会増減については
対策が可能である。そこで、2020年度の国勢調査の結果をもとに、
本市における人口移動の特徴について考える。

①常住地※別人口割合
②男女別人口移動
③年齢別人口移動
④移動先別転入・転出者

 本市では、自市町村内での移動割合が全国よりも約7％多い。

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

熊本市

 本市の常住者※の約3割が5年間で住所を移動している。

現住所（移動なし）
熊本市内から

県内他市町村から

他県から

国外から

（注） 不詳補完値による。

現住所（移動なし）
自市町村から

県内他市町村から

他県から

（注） 不詳補完値による。

国外から
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②女性の結婚年齢と出産

１２

 近年の本市における女性の平均初婚年齢は、約29歳で横ばいである。

 女性の有配偶率は若いほど低く、いずれの
年代も低下傾向にあり、特に20代後半が大
きく低下している。ただし、近年はいずれも横
ばいの傾向にある。
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 女性の有配偶出生率は若いほど高く、いず
れの年代も上昇傾向である。ただし、2020年
の調査では特に20代前半で大きく低下した。

熊本市

データ
からみえる

熊本市
の特徴

• 全国、特に大都市の中では本市の合計特殊出生率は高い。ただし、近年の本市
の出生数は減少傾向にあり、この状況が継続すると更なる人口減少につながる恐
れがある。

• 本市では、近年の女性の平均初婚年齢と有配偶率は横ばいの傾向にあり、初婚
年齢は高止まりし、若い女性の結婚率は低い状態で推移しているといえる。また、
女性の有配偶出生率が若いほど高いことから、若い時期に結婚しているほど出産
しているといえる。ただし、2020年の有配偶出生率については20代前半で特に大き
く低下しており、出産の高齢化の傾向が伺える。
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 女性の有配偶出生率は若いほど高く、いず
れの年代も上昇傾向である。ただし、2020年
の調査では特に20代前半で大きく低下した。
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• 全国、特に大都市の中では本市の合計特殊出生率は高い。ただし、近年の本市
の出生数は減少傾向にあり、この状況が継続すると更なる人口減少につながる恐
れがある。

• 本市では、近年の女性の平均初婚年齢と有配偶率は横ばいの傾向にあり、初婚
年齢は高止まりし、若い女性の結婚率は低い状態で推移しているといえる。また、
女性の有配偶出生率が若いほど高いことから、若い時期に結婚しているほど出産
しているといえる。ただし、2020年の有配偶出生率については20代前半で特に大き
く低下しており、出産の高齢化の傾向が伺える。
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第１章 人口
４ 移動人口

③年齢別人口移動

１５

 年齢5歳階級別人口に占める5年前からの移動人口の転入と転出をみると、男女の総計で、転入
超過は15～19歳で2,172人と最も多く、転出超過は25～29歳で3,143人と最も多い。

 15～19歳の転入超過は、県内他市町村からの転入が転出を大きく上回っていることが要因である。
 25～29歳の転出超過は、他県への転出超過が4,062人となっていることが大きな要因である。
 転入者と転出者を合計した移動者数が最も多いのは20～24歳であり、次いで多いのは25～29歳

である。
 20～24歳の移動者数は、他県との転入転出者数が22,061人となっていることが大きな要因である。
 25～29歳の移動者数も、他県との転入転出者数が17,696人となっていることが大きな要因である。
 20代の他県との転入転出者数をさらにみると、他県からの転入者数が16,697人であるのに対し、

転出者数は23,060人であり、その差は6,363人の転出超過である。
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総数

市外移動実態（男女，年齢別）

県内他市町村から転入 県内他市町村へ転出 他県から転入 他県へ転出 増減

(移動数，人) (増減数，人)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

熊本市

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。

第１章 人口
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②男女別人口移動

１４

 男女を合わせた総数の人口移動をみると、2015年時点では1,959人転入超過となっているが、
2020年時点では508人の転出超過に転じている。

 県内他市町村との転入・転出超過数は、2015年時点で5,859人転入超過となっていたものが、
2020年時点では7,069人転入超過となっており、県内他市町村からの転入超過がより増加してい
る。

 他県との転入・転出超過数は、2015年時点で3,900人転出超過していたものが、2020年時点では
7,577人転出超過となっており、他県への転出超過が、県内他市町村からの転入超過以上に増加
している。

 男性については、2015年時点で303人転出超過となっていたものが、2020年時点では303人転入
超過となっている。そのため男女の総数とは異なり、この5年間での熊本市における男性の社会
増減は社会増に転じている。その内訳をみると、他県との転入転出状況に変わりはないが、県内
他市町村からの転入超過が増加しているため、社会動態として男性の人口が増加しているといえ
る。

 女性については、2015年時点で2,262人転入超過となっていたものが、2020年時点では811人転
出超過となっている。そのため男女の総数と同様に、この5年間での熊本市における女性の社会
増減は社会減に転じている。その内訳をみると、県内他市町村から転入する以上に他県への転
出が増加しているため、社会動態として女性の人口が減少しているといえる。
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

熊本市
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 20～24歳の移動者数は、他県との転入転出者数が22,061人となっていることが大きな要因である。
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 20代の他県との転入転出者数をさらにみると、他県からの転入者数が16,697人であるのに対し、

転出者数は23,060人であり、その差は6,363人の転出超過である。
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熊本市

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
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 男女を合わせた総数の人口移動をみると、2015年時点では1,959人転入超過となっているが、
2020年時点では508人の転出超過に転じている。

 県内他市町村との転入・転出超過数は、2015年時点で5,859人転入超過となっていたものが、
2020年時点では7,069人転入超過となっており、県内他市町村からの転入超過がより増加してい
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 他県との転入・転出超過数は、2015年時点で3,900人転出超過していたものが、2020年時点では
7,577人転出超過となっており、他県への転出超過が、県内他市町村からの転入超過以上に増加
している。

 男性については、2015年時点で303人転出超過となっていたものが、2020年時点では303人転入
超過となっている。そのため男女の総数とは異なり、この5年間での熊本市における男性の社会
増減は社会増に転じている。その内訳をみると、他県との転入転出状況に変わりはないが、県内
他市町村からの転入超過が増加しているため、社会動態として男性の人口が増加しているといえ
る。

 女性については、2015年時点で2,262人転入超過となっていたものが、2020年時点では811人転
出超過となっている。そのため男女の総数と同様に、この5年間での熊本市における女性の社会
増減は社会減に転じている。その内訳をみると、県内他市町村から転入する以上に他県への転
出が増加しているため、社会動態として女性の人口が減少しているといえる。
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熊本市
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④移動先別転入・転出者

１７

13,610 

△ 17,656

1,006

914

775

704
324

△ 105

△ 4,046

△ 5,000

△ 4,000

△ 3,000

△ 2,000

△ 1,000

0

1,000

2,000

△ 20,000

△ 15,000

△ 10,000

△ 5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

宮
崎
県

鹿
児
島
県

長
崎
県

大
分
県

佐
賀
県

沖
縄
県

福
岡
県

本市と九州各県との移動（男女）
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 本市と政令指定都市との人口移動で転入超過となっているのは4市のみで、残り15市は全て転出
超過となっている。東京都区部においても2,728人の転出超過となっている。

 本市と九州各県との人口移動で転出超過となっているのは2県のみで、残り5県は全て転入超過
となっている。
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

大都市

九州

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
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１６

 男女の総計と年齢別人口移動の傾向に大きな違いはない。
 転入・転出超過者数において明らかな違いが見られるのは、30～34歳で男性は86人の転入超過

であるのに対し、女性は688人の転出超過であるところである。それ以降の年代では大きな差は
ないものの、60代までは男性が転入超過であることが多いのに対し、女性は転出超過であること
が多い。
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男

市外移動実態（男，年齢別）

県内他市町村から転入 県内他市町村へ転出 他県から転入 他県へ転出 増減

(移動数，人) (増減数，人)
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女

市外移動実態（女，年齢別）

県内他市町村から転入 県内他市町村へ転出 他県から転入 他県へ転出 増減

(移動数，人) (増減数，人)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

熊本市

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
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④移動先別転入・転出者
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となっている。
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

大都市

九州

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
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１６

 男女の総計と年齢別人口移動の傾向に大きな違いはない。
 転入・転出超過者数において明らかな違いが見られるのは、30～34歳で男性は86人の転入超過

であるのに対し、女性は688人の転出超過であるところである。それ以降の年代では大きな差は
ないものの、60代までは男性が転入超過であることが多いのに対し、女性は転出超過であること
が多い。
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女

市外移動実態（女，年齢別）
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

熊本市

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
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住宅地区, 

5,788 , 

(71.7%)

その他, 

1,933 , 

(23.9%)

工業地区, 

261 ,(3.2%) 商業地区, 

92 , (1.1%)

宅地の内訳（ha）

住宅地区 その他 工業地区 商業地区

宅地, 8,073 , 

(32.8%)

田, 7,465 , 

30.3%

畑, 4,291 , 

(17.4%)

山林, 3,150 , 

(12.8%)

その他, 

1,629 , (6.6%)

土地利用の内訳（ha）

宅地 田 畑 山林 その他

第２章 都市基盤
１ 土地利用

本市の都市基盤を考える第1歩として、土地利用について、可
住地※や土地利用（地目別）、都市計画区域（市街化区域・市街
化調整区域）や用途地域といったデータから、本市の特徴を考
える。

① 可住地、土地利用（地目別）
② 都市計画区域（市街化区域・市街化調整区域）、用途地域

①可住地、土地利用（地目別）

政令指定都市

土地利用

から考える
熊本市の都市政策
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熊本市

 本市の土地利用を地目別にみると、宅地、田、畑、山林の順に大きい。
 宅地の内訳をみると、住宅地区が約72％と高い割合を占めており、土地利用の全体でみると、約

23.52％を占めている。一方で、工業地区は約3.2％や商業地区は約1.1％であり、土地利用の全
体でみると、工業地区は約1.1％、商業地区は約0.4％と極めて小さい。

 本市の可住地の割合は、政令指定都市のなかでは8番目に高く、約84.1％である。
 本市の可住地面積は、政令指定都市のなかでは8番目に広い。
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（出典）総務省統計局「統計でみる市区町村のすがた」（2022）より作成

（注）免税点未満の面積は除く。
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）
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 県内市町村数は多いため、小規模な人口移動（増減200人未満）を除いてグラフにしている。そのう
ち、本市から県内市町村への転出超過となっているのは3市町のみである。残り15市町村は全て
転入超過となっている。
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

県内市町村

熊本市

 市内の他区との移動総数が最も多いのは東区で、最も少ないのは西区である。
 市内の他区との移動で、最も転入超過になっているのは東区で、最も転出超過になっているのは

南区である。

データ
からみえる

熊本市
の特徴

• 本市の常住者の約3割が2015年から2020年の5年間で住所を移動しており、市内間
での移動が多くを占めている。

• 2015年と平成28年熊本地震後の2020年を比べると、人口動態で社会減になってい
る。それは男性の他県との転入・転出超過数に変わりがない一方、女性の他県へ
の転出超過数が5年前の3.6倍に増加したことが要因の一つである。

• 5年前からの市外移動実態を見ると、20代後半の転出超過が最も多いことが分かる。

• 福岡市への流出が多く、県内市町村からは流入が多い。市内間移動では、東区の
転入超過が特に多いことが分かる。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
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住宅地区, 

5,788 , 

(71.7%)

その他, 

1,933 , 

(23.9%)

工業地区, 

261 ,(3.2%) 商業地区, 

92 , (1.1%)

宅地の内訳（ha）

住宅地区 その他 工業地区 商業地区

宅地, 8,073 , 

(32.8%)

田, 7,465 , 

30.3%

畑, 4,291 , 

(17.4%)

山林, 3,150 , 

(12.8%)

その他, 

1,629 , (6.6%)

土地利用の内訳（ha）

宅地 田 畑 山林 その他

第２章 都市基盤
１ 土地利用

本市の都市基盤を考える第1歩として、土地利用について、可
住地※や土地利用（地目別）、都市計画区域（市街化区域・市街
化調整区域）や用途地域といったデータから、本市の特徴を考
える。

① 可住地、土地利用（地目別）
② 都市計画区域（市街化区域・市街化調整区域）、用途地域

①可住地、土地利用（地目別）

政令指定都市

土地利用

から考える
熊本市の都市政策
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 本市の土地利用を地目別にみると、宅地、田、畑、山林の順に大きい。
 宅地の内訳をみると、住宅地区が約72％と高い割合を占めており、土地利用の全体でみると、約

23.52％を占めている。一方で、工業地区は約3.2％や商業地区は約1.1％であり、土地利用の全
体でみると、工業地区は約1.1％、商業地区は約0.4％と極めて小さい。

 本市の可住地の割合は、政令指定都市のなかでは8番目に高く、約84.1％である。
 本市の可住地面積は、政令指定都市のなかでは8番目に広い。
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（出典）総務省統計局「統計でみる市区町村のすがた」（2022）より作成

（注）免税点未満の面積は除く。
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）
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県内市町村

熊本市

 市内の他区との移動総数が最も多いのは東区で、最も少ないのは西区である。
 市内の他区との移動で、最も転入超過になっているのは東区で、最も転出超過になっているのは

南区である。

データ
からみえる

熊本市
の特徴

• 本市の常住者の約3割が2015年から2020年の5年間で住所を移動しており、市内間
での移動が多くを占めている。

• 2015年と平成28年熊本地震後の2020年を比べると、人口動態で社会減になってい
る。それは男性の他県との転入・転出超過数に変わりがない一方、女性の他県へ
の転出超過数が5年前の3.6倍に増加したことが要因の一つである。

• 5年前からの市外移動実態を見ると、20代後半の転出超過が最も多いことが分かる。

• 福岡市への流出が多く、県内市町村からは流入が多い。市内間移動では、東区の
転入超過が特に多いことが分かる。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
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第２章 都市基盤
２ 都市交通特性

本市の主要な都市課題として、公共交通の利用促進等が挙
げられ、本市では公共交通の利便性向上等に取り組んでいる。
今回は、外出率や移動の回数等をはじめ、代表的な交通手段
や移動の目的といった主要な都市交通特性値※について、平
日・休日での違いに着目して、本市の特徴を考える。

① 外出率※及び移動回数、移動に係る距離・時間
② 代表交通手段別・目的種類別の構成比

①外出率及び移動回数、移動に係る距離・時間

熊本市

都市交通特性

から考える
熊本市の都市政策
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1人1日当たりの平均移動回数(平日) 1人1日当たりの平均移動回数(休日）

外出率（平日） 外出率（休日）
（出典）国土交通省「平成27年度全国都市交通特性調査結果」より作成

（回/日） （％）

 本市の平日・休日の外出率をみると、平日が休日より約20％高い割合で外出している。
 平日・休日の外出率を全国と比較すると、若干高い。
 本市の1人1日当たりの移動回数をみると、平日が多い。
 1人1日当たりの移動回数を全国と比較すると、ほぼ同じ値である。
 本市では、平日の方が休日よりも人は移動しており、移動の回数も多い。

なおこれらの値は全国と比較すると、ほとんど同様の値である。
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（注）全国の値は、各都市の1トリップ当たりの距離や時間をもとに平均を算出した。
（出典）国土交通省「平成27年度全国都市交通特性調査結果」より作成

 本市のトリップ長をみると、休日が平日よりも距離・時間ともに長い。
 トリップ長を全国と比較すると、本市のトリップ長（距離）は平日・休日ともに短く、特に休日は

2.8km短い。またトリップ長（時間）について、平日は2分ほど短く、休日はほとんど同様である。

②都市計画区域（市街化区域・市街化調整区域）、用途地域

熊本市

第２章 都市基盤
１ 土地利用

政令指定都市

 用途地域をみると、住居系の用途地域（赤字箇所）が約77.1%と割合が大きい。そのなかでも特に
「第1種中高層住居専用地域」、「第2種中高層住居専用地域」の割合が大きい。これらは中高層
住宅のための地域であり、病院や大学、一定規模の店舗等を建てることができる地域である。

 一方で工業系の用途地域（工業専用地域、工業地域、準工業地域）の割合は小さく、工場を建て
られる地域の割合は小さい。次いで商業系の用途地域（商業地域、近隣商業地域）と続く。

 本市の都市計画区域面積は、政令指定都市のなかで11番目に大きい。（なお都市計画区域外が、
河内町や城南町の一部にある。）

 本市の都市計画区域における市街化調整区域の割合をみると、政令指定都市のなかで4番目に
大きく、市街化区域より市街化調整区域の方が大きい。

• 本市の可住地面積は、総面積の約84.1%を占めており、人が住んだり、田や畑を営
むことができる潜在的な可能性が高いと考えられる。

• 実際の土地利用をみると、宅地・田・畑は、約80％を占めており、可住地の大半を
利用できていると考えられる。

• 都市計画区域における市街化区域と市街化調整区域をみると、市街化調整区域
（市街化を抑制すべきとしている区域）が約69.5%を占めており、政令指定都市と比
較してもこの割合は高い。

• 本市の用途地域は、住居系、工業系、商業系の地域の順に大きく、宅地内の内訳
と同様の順に大きい。また住居系でも中高層住居専用地域の割合が大きい。

データ
からみえる

熊本市
の特徴
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都市計画区域の面積及び内訳、市街化調整区域の割合

市街化区域 市街化調整区域 市街化調整区域/都市計画区域

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）より作成

(ha) (％)

第１種低層住居専用地域, 

1,068 , 9.9%

第２種低層住居専用地域, 

107 , 1.0%

第１種中高層住居専用地域, 

2,562 , 23.7%

第２種中高層住居専用地域, 

2,552 , 23.6%

第１種住居地域, 1,175 , 

10.9%

第２種住居地域, 641 , 5.9%

準住居地域, 224 , 2.1%

近隣商業地域, 542 , 5.0%

商業地域, 392 , 3.6%

準工業地域, 1,167 , 10.8%

工業地域, 366 , 3.4%
工業専用地域, 0 , 0.0%

用途地域の指定面積及び割合

第１種低層住居専用地域

第２種低層住居専用地域

第１種中高層住居専用地域

第２種中高層住居専用地域

第１種住居地域

第２種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

住居系

商業系

工業系

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）
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第２章　都市基盤

１　土地利用




